
１．令和６年度における各種会計の予算執行状況（令和７年３月31日時点）

＜一般会計＞

【歳入】 （単位：千円）

当初予算額 繰越明許予算額 補正額 計(A) 収入済額(B) (B)/(A)

町 税 427,728 0 22,600 450,328 445,515 98.93%

地 方 譲 与 税 37,346 0 1,084 38,430 40,375 105.06%

利 子 割 交 付 金 100 0 0 100 166 166.00%

配 当 割 交 付 金 1,000 0 0 1,000 2,204 220.40%

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 800 0 0 800 3,226 403.25%

法 人 事 業 税 交 付 金 5,500 0 0 5,500 6,059 110.16%

地 方 消 費 税 交 付 金 112,000 0 0 112,000 122,449 109.33%

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 4,500 0 0 4,500 4,272 94.93%

自動車税環境性能割交付金 2,200 0 0 2,200 3,724 169.27%

地 方 特 例 交 付 金 21,501 0 △ 183 21,318 21,317 100.00%

地 方 交 付 税 2,298,000 0 443,748 2,741,748 2,741,748 100.00%

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 600 0 △ 600 0 0 -

分 担 金 及 び 負 担 金 35,012 0 17,050 52,062 36,276 69.68%

使 用 料 及 び 手 数 料 36,107 0 0 36,107 32,221 89.24%

国 庫 支 出 金 327,914 29,943 590,353 948,210 620,871 65.48%

県 支 出 金 332,264 36,697 518,802 887,763 210,080 23.66%

財 産 収 入 37,580 0 △ 17,718 19,862 19,954 100.46%

寄 附 金 304,748 0 512,750 817,498 738,595 90.35%

繰 入 金 572,182 0 97,570 669,752 669,050 99.90%

繰 越 金 130,000 49,790 44,088 223,878 223,878 100.00%

諸 収 入 47,018 0 25,668 72,686 41,496 57.09%

町 債 469,900 4,900 465,600 940,400 10,100 1.07%

歳　入　合　計 5,204,000 121,330 2,720,812 8,046,142 5,993,576 74.49%

※収入済額には、繰越明許に係る分も含んでおります。

【歳出】 （単位：千円）

当初予算額 繰越明許予算額 補正額 計(A) 支出済額(B) (B)/(A)

議 会 費 71,222 0 2,422 73,644 71,497 97.08%

総 務 費 1,167,842 43,580 1,044,189 2,255,611 1,184,710 52.52%

民 生 費 806,530 0 24,293 830,823 652,844 78.58%

衛 生 費 209,002 0 9,740 218,742 198,581 90.78%

労 働 費 1 0 0 1 0 0.00%

農 林 水 産 業 費 628,868 32,390 90,056 751,314 601,128 80.01%

商 工 費 140,252 0 △ 4,319 135,933 121,555 89.42%

土 木 費 1,065,858 45,360 2,879 1,114,097 831,285 74.62%

消 防 費 200,927 0 △ 12,997 187,930 168,182 89.49%

教 育 費 352,495 0 27,231 379,726 328,739 86.57%

災 害 復 旧 費 9,272 0 1,538,448 1,547,720 647,063 41.81%

公 債 費 548,731 0 △ 1,130 547,601 547,208 99.93%

予 備 費 3,000 0 0 3,000 0 0.00%

歳　出　合　計 5,204,000 121,330 2,720,812 8,046,142 5,352,792 66.53%

※支出済額には、繰越明許に係る分も含んでおります。

舟形町財政状況の公表について（令和７年４月分）

　この財政状況の公表は、舟形町の「『財政状況説明書』の作成及び公表に関する条例」に基づき、町の財政の運営状
況等を町民の方々にお知らせするために行うものです。毎年度、10月（４月～９月収支及び前年度決算状況）と４月
（10月～３月収支）の２回公表します。今回公表する内容は、令和６年10月～令和７年３月の収支状況です。
　今後も、町第７次総合発展計画に定める将来像「住んでいる人が誇れるまちづくり『わくわく未来ふながた』」の実
現に向け、費用対効果を踏まえながら各種事業を実施していきますので、町民の皆さまには、一層のご理解と町の発展
に向けたご協力を賜りますようお願いします。

　※収入済額及び支出済額などは令和７年３月31日時点の内容であり、出納整理期間（令和７年４月～５月）の収支は
　　含まないため、最終的な決算額とは異なります。

歳　入　科　目

歳　出　科　目

予算の状況 収入の状況

予算の状況 支出の状況



＜特別会計＞

【歳入】 （単位：千円）

当初予算額 補正額 計(A) 収入済額(B) (B)/(A)

国民健康保険特別会計事業勘定 571,500 △ 11,994 559,506 542,011 96.87%

後期高齢者医療事業特別会計 87,800 △ 8,400 79,400 79,928 100.66%

介護保険特別会計事業勘定 751,800 8,261 760,061 681,081 89.61%

【歳出】 （単位：千円）

当初予算額 補正額 計(A) 支出済額(B) (B)/(A)

国民健康保険特別会計事業勘定 571,500 △ 11,994 559,506 519,282 92.81%

後期高齢者医療事業特別会計 87,800 △ 8,400 79,400 79,213 99.76%

介護保険特別会計事業勘定 751,800 8,261 760,061 681,699 89.69%

＜企業会計＞

【水道事業会計】 （単位：千円）

当初予算額 補正額 計(A)
収入又は

支出済額(B)
(B)/(A)

収 益 的 収 入 189,590 4,780 194,370 200,621 103.22%

収 益 的 支 出 193,983 13,780 207,763 200,803 96.65%

資 本 的 収 入 74,478 5,900 80,378 70,978 88.31%

資 本 的 支 出 124,217 5,900 130,117 122,802 94.38%

【下水道事業会計】 （単位：千円）

当初予算額 補正額 計(A)
収入又は

支出済額(B)
(B)/(A)

収 益 的 収 入 321,387 △ 428 320,959 273,845 85.32%
収 益 的 支 出 321,387 △ 428 320,959 306,950 95.64%
資 本 的 収 入 194,521 192,920 387,441 189,103 48.81%
資 本 的 支 出 270,613 192,920 463,533 263,465 56.84%

収 支 の 種 類
予算の状況 支出の状況

※令和６年度から、農業集落排水事業特別会計及び公共下水道事業特別会計２会計を下水道事業会計
　１会計へ統合し、企業会計へ移行しました。

予算の状況 支出の状況

収 支 の 種 類

会　計　名
予算の状況 収入の状況

会　計　名
予算の状況 支出の状況



２．令和６年度における住民負担の状況（町税の内訳及び町が徴収する各種手数料・使用料）（令和７年３月31日時点）

【町税】

（単位：千円）

当初予算額 補正額 計(A) 収入済額(B) (B)/(A)

町 民 税 （ 個 人 分 ） 142,001 8,000 150,001 143,158 95.44%

町 民 税 （ 法 人 分 ） 17,001 5,000 22,001 23,134 105.15%

固 定 資 産 税 226,003 9,600 235,603 236,487 100.38%

軽 自 動 車 税 20,501 0 20,501 21,925 106.95%

町 た ば こ 税 22,000 0 22,000 20,577 93.53%

入 湯 税 220 0 220 234 106.36%

合　計 427,726 22,600 450,326 445,515 98.93%

【使用料】

（単位：千円）

当初予算額 補正額 計(A) 収入済額(B) (B)/(A)

生 涯 学 習 セ ン タ ー 使 用 料 400 0 400 418 104.50%

交 流 セ ン タ ー 使 用 料 99 0 99 154 155.56%

斎 場 使 用 料 1,400 0 1,400 1,417 101.21%

農 村 環 境 改 善 セ ン タ ー 使 用 料 100 0 100 75 75.00%

温 泉 テ ニ ス コ ー ト 使 用 料 45 0 45 78 173.33%

多 目 的 グ ラ ウ ン ド 使 用 料 19 0 19 16 84.21%

公 営 住 宅 使 用 料 21,439 0 21,439 21,382 99.73%

道 路 占 用 使 用 料 1,063 0 1,063 1,062 99.91%

法 定 外 公 共 物 使 用 料 7 0 7 6 85.71%

中 央 公 民 館 使 用 料 300 0 300 369 123.00%

歴 史 民 俗 資 料 館 入 館 料 50 0 50 48 96.00%

運 動 公 園 使 用 料 1 0 1 0 0.00%

Ｂ＆Ｇ海洋センター・プール使用料 12 0 12 21 175.00%

Ｂ ＆ Ｇ 海 洋 セ ン タ ー 使 用 料 400 0 400 638 159.50%

学 校 施 設 使 用 料 0 0 0 21 -

合　計 25,335 0 25,335 25,705 101.46%

【手数料】

（単位：千円）

当初予算額 補正額 計(A) 収入済額(B) (B)/(A)

戸 籍 ・ 除 籍 謄 抄 本 交 付 手 数 料 1,100 0 1,100 1,006 91.45%

住民基本台帳関係謄抄本交付手数料 600 0 600 564 94.00%

諸 証 明 交 付 手 数 料 800 0 800 725 90.63%

交 通 災 害 共 済 事 務 手 数 料 121 0 121 132 109.09%

コ ピ ー 手 数 料 50 0 50 82 164.00%

情 報 公 開 手 数 料 1 0 1 1 100.00%

町 税 督 促 手 数 料 50 0 50 71 142.00%

一 般 廃 棄 物 処 理 手 数 料 7,866 0 7,866 3,708 47.14%

一般廃棄物処理業許可申請手数料 40 0 40 40 100.00%

飼 養 犬 登 録 等 手 数 料 114 0 114 187 164.04%

浄 化 槽 清 掃 業 許 可 申 請 手 数 料 30 0 30 0 0.00%

合　計 10,772 0 10,772 6,516 60.49%

手　数　料　の　種　類
予算の状況 収入の状況

収入の状況予算の状況
税　区　分

使　用　料　の　種　類
予算の状況 収入の状況



３．令和６年度における町債（長期借入金）残高の状況（令和７年３月31日時点）

＜一般会計＞

【目的別現在高】 【起債種別現在高】

（単位：千円） （単位：千円）

区　分 残　高 区　分 残　高

総 務 債 421,722 公 共 事 業 等 債 229,624

民 生 債 48,996 防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債 46,534

衛 生 債 30,373 災 害 復 旧 事 業 債 402,392

農 林 水 産 業 債 483,590 学 校 教 育 施 設 等 整 備 事 業 債 7,299

商 工 債 574,632 一 般 補 助 施 設 整 備 等 事 業 債 6,783

土 木 債 961,002 施設整備事業債（一般財源化分） 19,305

消 防 債 1,052,722 緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 282,640

教 育 債 283,777 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 債 39,017

災 害 復 旧 債 402,392 辺 地 対 策 事 業 債 67,164

減 税 補 て ん 債 698 過 疎 対 策 事 業 債 3,158,448

臨 時 財 政 対 策 債 654,154 減 税 補 て ん 債 698

減 収 補 填 債 3,200 臨 時 財 政 対 策 債 654,154

合　計 4,917,258 減 収 補 て ん 債 3,200

合　計 4,917,258

＜企業会計＞

（単位：千円）

会　計　名 残　高

水 道 事 業 会 計 800,841

下 水 道 事 業 会 計 1,621,464

合　計 2,422,305

４．令和６年度における一時借入金残高の状況（令和７年３月31日時点）

（単位：千円）

会　計　名
議決を得た

最高額
残　高

一 般 会 計 500,000 373,000

国民健康保険特別会計事業勘定 30,000 0

水 道 事 業 会 計 50,000 0

下 水 道 事 業 会 計 50,000 0

合　計 630,000 373,000

※令和６年度から、農業集落排水事業特別会計及び公共下水道事業特別会計２会計を
　下水道事業会計１会計へ統合し、企業会計へ移行しました。


